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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第105期

中間連結会計期間
第106期

中間連結会計期間
第105期

会計期間
自 2024年１月１日
至 2024年６月30日

自 2025年１月１日
至 2025年６月30日

自 2024年１月１日
至 2024年12月31日

売上高 (百万円) 39,400 43,551 81,192

経常利益 (百万円) 2,704 3,493 5,111

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(百万円) 2,418 2,552 4,359

中間包括利益又は包括利益 (百万円) 4,161 1,671 4,461

純資産額 (百万円) 63,714 61,312 62,075

総資産額 (百万円) 105,010 102,156 103,014

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 199.94 222.91 363.96

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 60.6 60.0 60.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,270 7,724 5,833

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,885 △4,126 △5,708

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,923 △2,662 948

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 9,194 9,860 8,949

(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

〔建材事業〕

当中間連結会計期間において、株式会社オークラＢＭワークスを新たに設立したため、連結の範囲に含めており

ます。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】
当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 経営成績の状況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、インバウンド需要が継続しているものの、米価をはじめとする物価

上昇で個人消費が低調だったことなどにより、足踏み状態で推移しました。また、先行きにつきましては、賃上げ

による実質賃金の増加などの期待感があるものの、家計の節約志向、中東情勢の緊迫化や米国の政策動向による世

界経済の不確実性などが懸念されることから、今後を見通すことが依然として困難であり、不透明な状況が続いて

おります。

このような状況のもと、当社グループでは、新規材料事業において大型液晶テレビ用ハイエンドディスプレイ向

け光学フィルムの受注が増加したことなどにより、当中間連結会計期間の売上高は435億５千１百万円（前年同期比

10.5％増）となりました。

利益面では、生産性の向上などによるコスト削減に努めたことや新規材料事業において昨年稼働を開始した新工

場の操業が安定してきたことなどにより、営業利益は35億２千７百万円（前年同期比51.9％増）となりました。経

常利益は、為替影響も受け、34億９千３百万円（前年同期比29.2％増）となり、親会社株主に帰属する中間純利益

は、前期に固定資産の譲渡に伴う特別利益を計上していたことなどにより、25億５千２百万円（前年同期比5.5％

増）となりました。

セグメント別の経営成績は次のとおりであります。

〔合成樹脂事業〕

物価上昇に伴う需要逓減により食品や日用品を中心とした包装用フィルムの販売数量は減少しました。一方で、

環境保全意識の高まりを背景に環境貢献製品の販売は堅調であり、光学用途の工業用プロセスフィルムの販売も好

調に推移しました。この結果、売上高は264億１千３百万円（前年同期比4.1％増）となりました。また、営業利益

は前年から取り組んだ価格改定や生産性の向上などによるコスト削減が寄与したことで、28億６千８百万円（前年

同期比28.3％増）となりました。

〔新規材料事業〕

大型液晶テレビ用ハイエンドディスプレイ向け光学フィルムの受注が増加したことにより、売上高は97億２千６

百万円（前年同期比37.1％増）となりました。営業利益は売上高の増加に加えて、昨年稼働を開始した新工場の操

業が安定してきたことなどにより、13億３千９百万円（前年同期比105.5％増）となりました。

〔建材事業〕

基盤事業のパーティクルボード事業は安定操業と拡販努力により販売数量が堅調に推移しました。また、木材加

工事業が好調に推移したことにより、売上高は65億１千７百万円（前年同期比7.8％増）となりました。営業利益は

売上高が増加したものの、原材料価格の上昇などコストの増加により４億２千１百万円（前年同期比1.5％減）とな

りました。

〔その他〕

情報処理システム開発事業で調剤薬局向けシステムの販売台数が減少しましたが、ホテル事業においてインバウ

ンドによる宿泊が増加したことなどにより、その他全体の売上高は８億９千４百万円（前年同期比0.3％増）となり

ました。営業利益は情報処理システム開発事業の調剤薬局向けシステムの更新に伴う開発費用の増加などにより、

２億３千６百万円（前年同期比2.0％減）となりました。
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(2) 財政状態の状況

当中間連結会計期間末の総資産は、有形固定資産が15億７百万円、棚卸資産が11億９千４百万円増加したものの、

売上債権が25億７千４百万円、投資有価証券が11億３千１百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比

べ８億５千７百万円減少し、1,021億５千６百万円となりました。

一方、負債につきましては、仕入債務が８億９千３百万円、設備関係電子記録債務が６億９百万円増加したもの

の、未払法人税等が８億６千３百万円、未払金が５億３千５百万円、借入金が２億１千９百万円減少したことなど

により、前連結会計年度末に比べ９千４百万円減少し、408億４千４百万円となりました。

また、純資産は、利益剰余金が13億３千１百万円増加したものの、自己株式が取得により12億１千８百万円、そ

の他有価証券評価差額金が８億４千３百万円減少したことなどから、前連結会計年度末に比べ７億６千３百万円減

少し、613億１千２百万円となりました。

以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末に比べて0.2ポイント下落し、60.0％となりました。

(3) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ９億１

千１百万円増加し、98億６千万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と、それらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動により増加した資金は77億２千４百万円（前年同期は32億７千万円の増加）となりました。

これは、主として税金等調整前中間純利益34億４千７百万円、減価償却費23億６千１百万円及び売上債権の減少

額25億６千３百万円による資金の増加と、法人税等の支払額14億２千８百万円による資金の減少によるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果減少した資金は41億２千６百万円（前年同期は58億８千５百万円の減少）となりました。

これは、主として製造装置等の有形固定資産の取得による資金の減少によるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果減少した資金は26億６千２百万円（前年同期は39億２千３百万円の増加）となりました。

これは、主として自己株式の取得による支出12億２千９百万円及び配当金の支払額12億１千５百万円による資金

の減少によるものです。

(4) 経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

(5) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、当社グループが事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

(6) 研究開発活動

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は７億３千３百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 28,021,600

計 28,021,600

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2025年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2025年８月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,414,870 12,414,870
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は100株であります。

計 12,414,870 12,414,870 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2025年１月１日～
2025年６月30日

― 12,414 ― 8,619 ― 9,068
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(5) 【大株主の状況】

2025年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式(自己株式を
除く。)の総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本マスタートラスト信託
銀行株式会社（信託口）

東京都港区赤坂一丁目８番１号赤坂イン
ターシティAIR

1,247 11.04

住友化学株式会社 東京都中央区日本橋二丁目７番１号 674 5.97

オークラ共栄会 香川県丸亀市中津町1515番地 484 4.29

大倉工業従業員持株会 香川県丸亀市中津町1515番地 414 3.67

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 375 3.32

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号 325 2.88

住友林業株式会社 東京都千代田区大手町一丁目３番２号 315 2.80

株式会社ヤクルト本社 東京都港区海岸一丁目10番30号 251 2.23

株式会社中国銀行 岡山県岡山市北区丸の内一丁目15番20号 213 1.89

松田 滋明 香川県高松市 181 1.61

計 ― 4,484 39.70

(注) １．所有株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。

２．当社は自己株式1,118,213株(9.01％)を保有しておりますが、上記大株主から除いております。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2025年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 1,118,200
― 単元株式数100株

完全議決権株式(その他) 普通株式 11,215,300 112,153 同上

単元未満株式 普通株式 81,370 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 12,414,870 ― ―

総株主の議決権 ― 112,153 ―

(注) 単元未満株式数には、当社保有の自己株式13株が含まれております。
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② 【自己株式等】

2025年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

大倉工業株式会社
香川県丸亀市中津町

1515番地
1,118,200 ― 1,118,200 9.01

計 ― 1,118,200 ― 1,118,200 9.01

（注）１.2025年３月26日開催の当社取締役会の決議に基づき、譲渡制限付株式報酬として2025年４月10日に実施した

自己株式の処分により、4,000株減少しております。

２.2024年６月21日開催の当社取締役会の決議に基づく自己株式の取得により、当中間会計期間において

338,500株増加しております。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2025年１月１日から2025年６月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年12月31日)

当中間連結会計期間
(2025年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,949 9,860

受取手形及び売掛金 ※2 21,968 19,729

電子記録債権 ※2 9,182 8,846

商品及び製品 5,786 6,116

仕掛品 1,357 1,364

原材料及び貯蔵品 5,280 6,096

販売用不動産 282 322

その他 2,739 1,756

流動資産合計 55,545 54,093

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 15,737 15,409

機械装置及び運搬具（純額） 9,480 9,194

土地 5,760 5,763

建設仮勘定 1,737 3,834

その他（純額） 562 584

有形固定資産合計 33,278 34,786

無形固定資産 1,420 1,727

投資その他の資産

投資有価証券 10,341 9,210

長期貸付金 1,177 1,078

繰延税金資産 94 96

その他 1,155 1,163

投資その他の資産合計 12,769 11,548

固定資産合計 47,469 48,063

資産合計 103,014 102,156
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年12月31日)

当中間連結会計期間
(2025年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 18,873 19,866

電子記録債務 2,087 1,987

短期借入金 4,471 4,468

1年内返済予定の長期借入金 389 389

未払金 2,010 1,475

未払法人税等 1,531 668

設備関係電子記録債務 1,378 1,987

その他 4,108 4,207

流動負債合計 34,851 35,051

固定負債

長期借入金 1,259 1,042

繰延税金負債 286 271

退職給付に係る負債 3,718 3,728

その他 823 750

固定負債合計 6,086 5,792

負債合計 40,938 40,844

純資産の部

株主資本

資本金 8,619 8,619

資本剰余金 9,113 9,118

利益剰余金 40,759 42,090

自己株式 △1,824 △3,043

株主資本合計 56,667 56,784

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 5,017 4,173

為替換算調整勘定 269 236

退職給付に係る調整累計額 89 86

その他の包括利益累計額合計 5,376 4,496

非支配株主持分 31 31

純資産合計 62,075 61,312

負債純資産合計 103,014 102,156
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年１月１日
至 2025年６月30日)

売上高 39,400 43,551

売上原価 31,957 34,492

売上総利益 7,442 9,058

販売費及び一般管理費

販売手数料 45 47

運送費及び保管費 1,361 1,422

給料 1,092 1,164

賞与 295 385

役員報酬 174 174

退職給付費用 69 67

減価償却費 115 114

研究開発費 703 733

その他 1,261 1,420

販売費及び一般管理費合計 5,119 5,530

営業利益 2,322 3,527

営業外収益

受取利息 18 41

受取配当金 178 154

為替差益 174 ―

雑収入 60 48

営業外収益合計 432 244

営業外費用

支払利息 12 27

為替差損 ― 130

支払手数料 28 106

雑損失 10 14

営業外費用合計 51 279

経常利益 2,704 3,493

特別利益

固定資産売却益 876 0

特別利益合計 876 0

特別損失

固定資産除売却損 98 46

工場移転関連費用 ※1 130 ―

特別損失合計 229 46

税金等調整前中間純利益 3,350 3,447

法人税、住民税及び事業税 983 613

法人税等調整額 △53 278

法人税等合計 930 892

中間純利益 2,420 2,554

非支配株主に帰属する中間純利益 1 2

親会社株主に帰属する中間純利益 2,418 2,552
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【中間連結包括利益計算書】

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年１月１日
至 2025年６月30日)

中間純利益 2,420 2,554

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,694 △843

為替換算調整勘定 43 △35

退職給付に係る調整額 2 △3

その他の包括利益合計 1,740 △882

中間包括利益 4,161 1,671

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 4,156 1,671

非支配株主に係る中間包括利益 4 0
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年１月１日
至 2025年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 3,350 3,447

減価償却費 2,585 2,361

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △3 9

受取利息及び受取配当金 △197 △196

支払利息 12 27

為替差損益（△は益） △158 127

固定資産除売却損益（△は益） △812 18

売上債権の増減額（△は増加） △258 2,563

棚卸資産の増減額（△は増加） △788 △1,204

仕入債務の増減額（△は減少） 2,143 897

その他 △2,080 933

小計 3,792 8,985

利息及び配当金の受取額 197 196

利息の支払額 △11 △28

法人税等の支払額 △708 △1,428

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,270 7,724

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △6,461 △3,712

有形固定資産の売却による収入 1,119 0

助成金の受入による収入 42 10

投資有価証券の取得による支出 △6 △6

関係会社貸付けによる支出 △351 ―

貸付金の回収による収入 109 0

その他 △336 △418

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,885 △4,126

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,699 ―

長期借入れによる収入 1,950 ―

長期借入金の返済による支出 △398 △216

リース債務の返済による支出 ― △0

自己株式の取得による支出 △2 △1,229

配当金の支払額 △1,324 △1,215

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,923 △2,662

現金及び現金同等物に係る換算差額 78 △24

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,387 911

現金及び現金同等物の期首残高 7,806 8,949

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1 9,194 ※1 9,860
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

(連結の範囲の重要な変更)

当中間連結会計期間より、新たに設立した株式会社オークラＢＭワークスを連結の範囲に含めております。

(中間連結貸借対照表関係)

１ 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対して、債務保証を行っております。

前連結会計年度
(2024年12月31日)

当中間連結会計期間
(2025年６月30日)

オー・エル・エス㈲ 238百万円 オー・エル・エス㈲ 140百万円

※２ 期末日満期手形の処理

中間連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、前連

結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、前連結会計年度末残高に含まれておりま

す。

前連結会計年度
(2024年12月31日)

当中間連結会計期間
(2025年６月30日)

受取手形 120百万円 ―百万円

電子記録債権 519 〃 ― 〃

(中間連結損益計算書関係)

※１ 工場移転関連費用

前中間連結会計期間（自 2024年１月１日 至 2024年６月30日）

当社の連結子会社における事務所及び工場の移転に伴い、移転費用及び工場の停止期間中に発生した固定費を

工場移転関連費用として特別損失に計上しております。

当中間連結会計期間（自 2025年１月１日 至 2025年６月30日）

該当事項はありません。

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

前中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年１月１日
至 2025年６月30日)

現金及び預金 9,194百万円 9,860百万円

現金及び現金同等物 9,194百万円 9,860百万円
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(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自 2024年１月１日 至 2024年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年３月22日
定時株主総会

普通株式 1,330 110.00 2023年12月31日 2024年３月25日 利益剰余金

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年８月９日
取締役会

普通株式 665 55.00 2024年６月30日 2024年９月３日 利益剰余金

当中間連結会計期間(自 2025年１月１日 至 2025年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年３月26日
定時株主総会

普通株式 1,221 105.00 2024年12月31日 2025年３月27日 利益剰余金

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年８月８日
取締役会

普通株式 1,073 95.00 2025年６月30日 2025年９月２日 利益剰余金

（注）１株当たり配当額には、特別配当12円が含まれております。

３．株主資本の著しい変動

当社は、2024年６月21日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法

第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議し、当中間連結会計期間において自己株式を338,500株取

得いたしました。この結果、当中間連結会計期間において自己株式が1,227百万円増加し、当中間連結会計期間末に

おいて自己株式が3,043百万円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2024年１月１日 至 2024年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

中間連結
損益計算書
計上額
(注)３

合成樹脂
事業

新規材料
事業

建材事業 計

売上高

外部顧客への売上高 25,364 7,096 6,047 38,508 891 39,400 ― 39,400

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1 0 16 18 399 418 △418 ―

計 25,366 7,096 6,063 38,526 1,291 39,818 △418 39,400

セグメント利益 2,236 651 428 3,316 241 3,557 △1,235 2,322

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル事業、情報処理システム

開発事業ならびに不動産賃貸事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△1,235百万円には、セグメント間取引消去△６百万円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△1,228百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。

３．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2025年１月１日 至 2025年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

中間連結
損益計算書
計上額
(注)３

合成樹脂
事業

新規材料
事業

建材事業 計

売上高

外部顧客への売上高 26,413 9,726 6,517 42,657 894 43,551 ― 43,551

セグメント間の内部
売上高又は振替高

3 ― 59 62 417 480 △480 ―

計 26,416 9,726 6,576 42,719 1,312 44,031 △480 43,551

セグメント利益 2,868 1,339 421 4,629 236 4,866 △1,338 3,527

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル事業、情報処理システム

開発事業ならびに不動産賃貸事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△1,338百万円には、セグメント間取引消去△１百万円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△1,337百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。

３．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間(自 2024年１月１日 至 2024年６月30日)

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)

合計
合成樹脂
事業

新規材料
事業

建材事業 計

ライフ＆パッケージ 8,815 ― ― 8,815 ― 8,815

プロセスマテリアル 3,133 ― ― 3,133 ― 3,133

ベーシックマテリアル 9,863 ― ― 9,863 ― 9,863

アグリマテリアル 2,946 ― ― 2,946 ― 2,946

機能材料 ― 1,605 ― 1,605 ― 1,605

電子材料 ― 1,323 ― 1,323 ― 1,323

光学材料 ― 4,114 ― 4,114 ― 4,114

パーティクルボード ― ― 3,786 3,786 ― 3,786

プレカット ― ― 1,182 1,182 ― 1,182

その他 605 53 1,078 1,737 810 2,547

顧客との契約から生じる収益 25,364 7,096 6,047 38,508 810 39,319

その他の収益 ― ― ― ― 80 80

外部顧客への売上高 25,364 7,096 6,047 38,508 891 39,400

(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル事業、情報処理システム開発

事業ならびに不動産賃貸事業等を含んでおります。「その他の収益」は、不動産賃貸事業収入であります。

当中間連結会計期間(自 2025年１月１日 至 2025年６月30日)

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)

合計
合成樹脂
事業

新規材料
事業

建材事業 計

ライフ＆パッケージ 9,345 ― ― 9,345 ― 9,345

プロセスマテリアル 3,357 ― ― 3,357 ― 3,357

ベーシックマテリアル 10,013 ― ― 10,013 ― 10,013

アグリマテリアル 3,108 ― ― 3,108 ― 3,108

機能材料 ― 1,615 ― 1,615 ― 1,615

電子材料 ― 1,282 ― 1,282 ― 1,282

光学材料 ― 6,777 ― 6,777 ― 6,777

パーティクルボード ― ― 4,011 4,011 ― 4,011

プレカット ― ― 1,532 1,532 ― 1,532

その他 587 51 973 1,611 813 2,425

顧客との契約から生じる収益 26,413 9,726 6,517 42,657 813 43,471

その他の収益 ― ― ― ― 80 80

外部顧客への売上高 26,413 9,726 6,517 42,657 894 43,551

(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル事業、情報処理システム開発

事業ならびに不動産賃貸事業等を含んでおります。「その他の収益」は、不動産賃貸事業収入であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年１月１日
至 2025年６月30日)

１株当たり中間純利益 199.94円 222.91円

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する
中間純利益(百万円)

2,418 2,552

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
中間純利益(百万円)

2,418 2,552

普通株式の期中平均株式数(千株) 12,095 11,450

(注) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【その他】

第106期（2025年１月１日から2025年12月31日まで）中間配当について、2025年８月８日開催の取締役会において、

2025年６月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 1,073百万円

② １株当たりの金額 95円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2025年９月２日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年8月6日

大倉工業株式会社

取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ

高松事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 佃 弘 一 郎

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 越 智 慶 太

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大倉工業株式会社

の2025年1月1日から2025年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年1月1日から2025年6月30日まで）に

係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、大倉工業株式会社及び連結子会社の2025年6月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・ 中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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１ 【半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長執行役員福田英司は、当社の第106期中間会計期間（自 2025年１月１日 至 2025年６月30日）

の半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。


